インターンシップ実習申請者履歴書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
写真貼付欄

3ヶ月以内に
撮影したもの
上半身・脱帽

	ふりがな
	

	氏　　名

	性別
	男 ・ 女
回答しない
	

	生年月日　　　　　　　年　　　　 月　　　　　日生　　（満　　　　歳）
	

	電話番号

	E-Mailアドレス




	年
	月
	学歴等（学部・学科名、専攻まで詳しく書くこと）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	修学状況
（どのような勉強を行っているか等）
	

	JAXAでの研修を希望する理由
	

	希望実習テーマ及び実習期間
	
	実習テーマ名
	希望する期間

	
	第一希望
	
	

	
	第二希望
	
	

	得意な分野
科目等
	

	趣味・特技
	

	大学・学校等
窓口連絡先
	国立大学法人東京大学本部学生相談支援課　キャリアサポートチーム
Tel：03-5841-2550　Fax：03-5841-2527

	
	E-Mailアドレス：career.adm@gs.mail.u-tokyo.ac.jp

	外為法に基づく「みなし輸出」管理に関する確認事項
	☐ 私は、外国政府または外国法人・大学等と雇用・委任・請負等の契約を締結しています
（特定類型①）
☐ 私は、外国政府等から年間所得25％相当以上の経済的利益を得ているか、得ることを約しています（特定類型②）
☐ 私は、上記のいずれにも該当しません


注1) 記載しきれない項目については、別紙に記載し添付すること。（別紙にも学校名と名前を必ず記載すること）
注2) 本履歴書は、インターンシップ実習実施のため以外には使用しません。
注3) 顔写真はデータでも可（白黒でもカラーどちらも受付）。服装は不問。
注4) 「みなし輸出」管理に関する確認事項は、該当する項目の□にチェックを入れること。
（該非の判断は、以下の該非判定チャートを参照）
外為法に基づく「みなし輸出」管理に係る特定類型①、特定類型②に該当するかどうかは、以下の
チャートを参考にしてください
[image: ]
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image1.emf
特定類型①判定チャート 特定類型②判定チャート

※判定前に、以下の経産省からの通達を確認すること

※1

 外国政府等：

　外国の政府、政府機関、地方公共団体、中央銀行若しくは政党その他の

政治団体。国公立大学については、政府と別人格を有している場合は含ま

れない。また、民間は含まれない。

※4

 提供額

　物品や証券などを受領している場合は時価換算。



※2

 外国法人・大学等：

　外国法令に基づいて設立された法人その他の団体。海外企業の日本支店

は国内法に基づき設立されており対象外。

※3

 役員、党員活動等：

　原則、雇用契約が対象だが、役員(監事を含む)の委任契約等、善管注意

義務が発生する場合、または、場所的時間的拘束を受ける関係性を有して

いる場合は、雇用契約以外の場合も対象となる。



Yes

Yes

Yes

Yes

契約先は外国政府等

※

1

又は

外国法人・大学等

※

2

か

No

非該当

該当

雇用契約か

No

役員、

党員活動等※

3

か

非該当

No

該当

提供元は外国政府等

※

1

か

（民間を除く）

提供額※

4

は年間

所得の

25%

以上か

Yes

No

No

非該当

非該当

該当

外国為替及び外国貿易法第２５条第１項及び外国為替令第１７条第２項の規定に基づき許可を要する技術を提供する取引又は行為につい

て」

（平成４年１２月２１日付け４貿局第４９２号）より抜粋

１

.

役務取引・特定記録媒体等輸出等許可の対象

（略）

(3)

用語の解釈

（略）

サ（略）なお、次の①から③まで（以下「特定類型」という。）に掲げる居住者（自然人に限る。）に対して技術を提供する取引（以下

「特定取引」という。）は、特定国の非居住者に対して技術を提供することを内容とする取引とする。（略）

①外国法令に基づいて設立された法人その他の団体（以下「外国法人等」という。）又は外国の政府、外国の政府機関、外国の地方公共団

体、外国の中央銀行並びに外国の政党その他の政治団体（以下「外国政府等」という。）との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の

契約を締結しており、当該契約に基づき当該外国法人等若しくは当該外国政府等の指揮命令に服する又は当該外国法人等若しくは当該外国

政府等に対して善管注意義務を負う者（次に掲げる場合を除く。）

（Ś）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に

服する又は当該本邦法人に対して善管注意義務を負う場合において、当該本邦法人又は当該者が、当該外国法人等又は当該外国政府等との

間で、当該本邦法人による当該者に対する指揮命令又は当該本邦法人に対して当該者が負う善管注意義務が、当該外国法人等若しくは当該

外国政府等による当該者に対する指揮命令又は当該外国法人等若しくは当該外国政府等に対して当該者が負う善管注意義務よりも優先する

と合意している場合

（ƃ）当該者が本邦法人との間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該本邦法人の指揮命令に

服する又は当該本邦法人に対して善管注意義務を負う場合において、グループ外国法人等（当該本邦法人の議決権の

50%

以上を直接若しくは

間接に保有する外国法人等又は当該本邦法人により議決権の

50%

以上を直接若しくは間接に保有される外国法人等をいう。以下同じ。）との

間で雇用契約、委任契約、請負契約その他の契約を締結しており、当該契約に基づき当該グループ外国法人等の指揮命令に服する又は当該

グループ外国法人等に対して善管注意義務を負う場合

②外国政府等から多額の金銭その他の重大な利益（金銭換算する場合に当該者の年間所得のうち

25

％以上を占める金銭その他の利益をい

う。）を得ている者又は得ることを約している者


